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 刑事訴訟規則等の一部を改正する規則の概要 

第１ 経緯 

 この規則は，刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第５４号）

のうち，公布後２年を超えない範囲内において政令で定める日において施行され

る事項及び公布後３年を超えない範囲内において政令で定める日において施行さ

れる事項の施行に伴い，刑事訴訟規則，犯罪捜査のための通信傍受に関する規則

及び少年審判規則の一部を改正するものである。 

 

第２ 改正規則の概要 

１ 捜査・公判協力型協議・合意制度が導入されたことに伴う改正 

⑴  検察官において略式命令を請求する際，被告人以外の者との合意に基づ

く供述録取書等を差し出すときは，合意内容書面を差し出すものとし，合

意内容書面を差し出す場合において，合意の当事者が合意から離脱してい

るとき又は差出し後略式命令発令前に合意から離脱したときは，法３５０

条の１０第２項の書面を差し出すものとすること（第２８９条の一部改正） 

⑵  裁判所が略式命令請求に対し通常の規定に従い審判をする旨の通知又は

正式裁判請求の通知をするときに，直ちに検察官に返還すべき書類には合

意内容書面及び法３５０条の１０第２項の書面が含まれるものとすること

（第２９３条の一部改正） 

⑶ 法改正に伴う形式的な改正を行うこと（第２８条，第２８条の３，第４４

条，第２２２条の１１から第２２２条の１８までの一部改正） 

 

２ 刑事免責制度が導入されたことに伴う改正 

  免責請求に対する決定を公判調書，公判前整理手続調書，期日間整理手続

調書の必要的記載事項とするとともに，免責決定の上で証人尋問を行ったこ
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とを証人尋問調書及び公判調書の必要的記載事項とすること（第３８条，第

４４条，第２１７条の１５，第２１７条の２９の一部改正） 

  免責請求に対する決定は，公判期日前にする場合においても，送達を要し

ないものとすること（第１０７条の２の一部改正） 

  証人尋問前に免責決定をした場合は尋問開始時に，証人尋問中に免責決定

をした場合はそれ以後の尋問前に，それぞれ，免責決定及び法１４７条の証

言拒絶権の内容を証人に対して告げるものとすること（第１２１条の一部改

正） 

  法改正に伴う形式的な改正を行うこと（第３８条，第４４条，第５２条の

１９，第１０７条の２，第１３４条，第２０２条，第２１０条の７の一部改

正） 

 

３ ビデオリンク方式による証人尋問が同一構内以外の場所に拡充されたこと

に伴う改正 

 同一構内以外の場所においてビデオリンク方式による証人尋問を行ったこ

とを証人等の尋問調書の必要的記載事項とすること（第３８条の一部改正） 

⑵ 同一構内以外の場所においてビデオリンク方式による証人尋問を行ったこ

と及び法第２９２条の２第１項の規定による意見の陳述をさせたことを公

判調書の必要的記載事項とすること（第４４条の一部改正） 

⑶ 同一構内以外の場所においてビデオリンク方式により，証人尋問又は法第

２９２条の２第１項の規定による意見の陳述を行う旨の決定は，公判期日

前にする場合においても，送達を要しないものとすること（第１０７条の

２，第２１０条の７の一部改正） 

⑷ 法第１５７条の６第２項に規定する同一構内以外にある場所であって裁判

所規則で定めるものは，同一構内以外の場所におけるビデオリンク方式に

よる証人尋問等に必要な装置の設置された他の裁判所の構内にある場所と
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すること（第１０７条の３の新設，第２１０条の７の一部改正） 

⑸ 同一構内以外の場所におけるビデオリンク方式による証人尋問は，同尋問

に必要な装置の設置された他の裁判所に出頭した証人が召喚を受けていな

い場合であっても行い得るものとすること（第１１３条の一部改正） 

⑹ 受命，受託裁判官が証人を尋問する場合においても１０７条から１０９条

までの手続は裁判所において行うことを定められているところ，１０７条

の３を除外する旨を明示すること（第１２７条の一部改正） 

⑺ 同一構内以外の場所におけるビデオリンク方式によるときを，裁判長にお

いて証人等が特定の傍聴人の面前で充分な供述をすることができないと思

料するときは当該傍聴人を退廷させることができる場合に含めること（第

２０２条の改正） 

⑻ 法改正及び本規則改正に伴う形式的な改正を行うこと（第３８条，第４４

条，第５２条の１９，第１０７条の２，第１３４条の一部改正） 

 

４ 通信傍受規則 

 新たに導入される一時的保存命令方式（犯罪捜査のための通信傍受に関

する法律第２０条）又は特定電子計算機を用いた方式（同法第２３条）に

よることの裁判官の許可を請求する際は，傍受令状請求書に必要な事項を

記載するものとすること（第３条の一部改正） 

 一時的保存命令方式又は特定電子計算機を用いた方式によることについ

て裁判官の許可を請求する際は，その請求が相当であることを認めるべき

資料を提供するものとすること並びに指定期間における傍受の実施の場所

及び指定期間以外の期間における傍受の実施の場所をそれぞれ定める旨の

申立てをする際は，その申立てが相当であることを認めるべき資料を提供

するものとすること（第４条の一部改正） 

 特定電子計算機を用いた方式によることの許可をするときは，傍受令状
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に必要な事項を記載するものとすること（第５条の一部改正） 

 一時的保存命令方式により傍受をした場合についても，立会人が記録媒

体を封印するときは，封印上に，封印した年月日時を記載して署名押印し

なければならないものとすること（第８条の一部改正） 

⑸ 特定電子計算機を用いた方式による傍受に係る原記録を提出する場合は，

傍受の原記録と同時に提出すべき書面にその旨を記載するものとすること

（第９条の一部改正） 

⑹ 一時的保存命令方式又は特定電子計算機を用いた方式による傍受をした

場合は，傍受実施状況報告書に必要な事項を記載するものとすること（第

１１条の一部改正） 

⑺ 法改正に伴う形式的な改正を行うこと（第１条，第５条，第８条，第９

条，第１１条から第１７条まで） 

 


